
(単位　円)

科　　　目

学生生徒等納付金収入 ( 1,215,393,000 ) ( 1,268,679,854 ) ( △ 53,286,854 )

手数料収入 ( 15,537,000 ) ( 16,927,330 ) ( △ 1,390,330 )

寄付金収入 ( 7,511,000 ) ( 8,134,485 ) ( △ 623,485 )

補助金収入 ( 216,668,000 ) ( 250,261,012 ) ( △ 33,593,012 )

国庫補助金収入 100,000,000 105,593,000 △ 5,593,000

地方公共団体補助金収入 116,668,000 144,668,012 △ 28,000,012

資産売却収入 ( 500,000,000 ) ( 501,993,391 ) ( △ 1,993,391 )

付随事業・収益事業収入 ( 51,350,000 ) ( 66,771,983 ) ( △ 15,421,983 )

受取利息・配当金収入 ( 22,620,000 ) ( 25,293,734 ) ( △ 2,673,734 )

雑収入 ( 94,890,000 ) ( 102,010,343 ) ( △ 7,120,343 )

借入金等収入 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

前受金収入 ( 463,000,000 ) ( 441,507,300 ) ( 21,492,700 )

その他の収入 ( 999,000,000 ) ( 1,804,058,852 ) ( △ 805,058,852 )

資金収入調整勘定 ( △ 521,500,000 ) ( △ 550,634,039 ) ( 29,134,039 )

前年度繰越支払資金 ( 1,618,719,000 ) ( 1,813,233,056 )

収入の部合計 4,683,188,000 5,748,237,301 △ 1,065,049,301

(単位　円)

科　　　目

人件費支出 ( 1,121,033,000 ) ( 1,145,477,699 ) ( △ 24,444,699 )

教育研究経費支出 ( 340,270,000 ) ( 305,097,869 ) ( 35,172,131 )

管理経費支出 ( 197,093,000 ) ( 158,019,903 ) ( 39,073,097 )

借入金等利息支出 ( 50,000 ) ( 43,050 ) ( 6,950 )

借入金等返済支出 ( 7,537,000 ) ( 7,537,000 ) ( 0 )

施設関係支出 ( 443,000,000 ) ( 461,940,040 ) ( △ 18,940,040 )

設備関係支出 ( 62,811,000 ) ( 66,892,372 ) ( △ 4,081,372 )

資産運用支出 ( 440,000,000 ) ( 1,207,764,620 ) ( △ 767,764,620 )

その他の支出 ( 627,000,000 ) ( 521,997,029 ) ( 105,002,971 )

( 0 )

11,950,000 11,950,000

資金支出調整勘定 ( △ 38,000,000 ) ( △ 31,423,089 ) ( △ 6,576,911 )

翌年度繰越支払資金 ( 1,470,444,000 ) ( 1,904,890,808 ) ( △ 434,446,808 )

支出の部合計 4,683,188,000 5,748,237,301 △ 1,065,049,301

〔予備費〕

　　支出の部

予　　　算 決　　　算 差　　　異

資金収支計算書
平成27年 4月 1日　から

平成28年 3月31日　まで

　　収入の部

予　　　算 決　　　算 差　　　異



(単位　円)

学生生徒等納付金収入 1,268,679,854
手数料収入 16,927,330
一般寄付金収入 8,134,485
経常費等補助金収入 242,995,012
付随事業収入 66,771,983
雑収入 102,010,343
教育活動資金収入計 1,705,519,007
人件費支出 1,145,477,699
教育研究経費支出 305,097,869
管理経費支出 158,019,903
教育活動資金支出計 1,608,595,471
差引 96,923,536
調整勘定等 △ 56,349,918

教育活動資金収支差額 40,573,618

施設設備補助金収入 7,266,000
第２号基本金引当特定資産取崩収入 510,000,000
施設整備等活動資金収入計 517,266,000
施設関係支出 461,940,040
設備関係支出 66,892,372
第２号基本金引当特定資産繰入支出 300,000,000

施設整備等活動資金支出計 828,832,412
差引 △ 311,566,412
調整勘定等 12,196,197

施設整備等活動資金収支差額 △ 299,370,215
小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） △ 258,796,597

有価証券等売却収入 501,993,391
預り金受入収入 483,743,979
特定資産取崩収入 700,000,000
その他の収入 48,947,449
　　小計 1,734,684,819
受取利息・配当金収入 25,293,734
その他の活動資金収入計 1,759,978,553
借入金等返済支出 7,537,000
有価証券等購入支出 202,735,644
特定資産繰入支出 705,028,976
預り金支払支出 468,278,721
その他の支出 25,900,813
　　小計 1,409,481,154
借入金等利息支出 43,050
その他の活動資金支出計 1,409,524,204
差引 350,454,349
調整勘定等 0

その他の活動資金収支差額 350,454,349
支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） 91,657,752
前  年  度  繰  越  支  払  資  金 1,813,233,056
翌年度繰越支払資金 1,904,890,808
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活動区分資金収支計算書
平成27年 4月 1日　から
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(単位　円)

科　　　目

学生生徒等納付金 ( 1,215,393,000 ) ( 1,268,679,854 ) ( △ 53,286,854 )

手数料 ( 15,537,000 ) ( 16,927,330 ) ( △ 1,390,330 )

寄付金 ( 7,511,000 ) ( 8,147,390 ) ( △ 636,390 )

経常費等補助金 ( 209,768,000 ) ( 242,995,012 ) ( △ 33,227,012 )

国庫補助金 100,000,000 105,593,000 △ 5,593,000

地方公共団体補助金 109,768,000 137,402,012 △ 27,634,012

付随事業収入 ( 51,350,000 ) ( 66,771,983 ) ( △ 15,421,983 )

雑収入 ( 94,890,000 ) ( 102,010,343 ) ( △ 7,120,343 )

教育活動収入計 1,594,449,000 1,705,531,912 △ 111,082,912

科　　　目

人件費 ( 1,120,033,000 ) ( 1,150,506,675 ) ( △ 30,473,675 )

教育研究経費 ( 553,958,000 ) ( 487,956,896 ) ( 66,001,104 )

管理経費 ( 256,338,000 ) ( 239,073,894 ) ( 17,264,106 )

徴収不能額等 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

教育活動支出計 1,930,329,000 1,877,537,465 52,791,535

　　教育活動収支差額 △ 335,880,000 △ 172,005,553 △ 163,874,447

科　　　目

受取利息・配当金 ( 22,620,000 ) ( 25,293,734 ) ( △ 2,673,734 )

その他の教育活動外収入 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

教育活動外収入計 22,620,000 25,293,734 △ 2,673,734

科　　　目

借入金等利息 ( 50,000 ) ( 43,050 ) ( 6,950 )

その他の教育活動外支出 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

教育活動外支出計 50,000 43,050 6,950

　　教育活動外収支差額 22,570,000 25,250,684 △ 2,680,684

　　　　経常収支差額 △ 313,310,000 △ 146,754,869 △ 166,555,131

科　　　目

資産売却差額 ( 122,340,000 ) ( 122,340,000 ) ( 0 )

その他の特別収入 ( 6,900,000 ) ( 7,485,222 ) ( △ 585,222 )

特別収入計 129,240,000 129,825,222 △ 585,222

資産処分差額 ( 0 ) ( 349,251 ) ( △ 349,251 )

その他の特別支出 ( 0 ) ( 4,012,861 ) ( △ 4,012,861 )

特別支出計 0 4,362,112 △ 4,362,112

　　　　特別収支差額 129,240,000 125,463,110 3,776,890

( 0 )

11,950,000 11,950,000

△ 196,020,000 △ 21,291,759 △ 174,728,241

△ 100,000,000 △ 230,295,974 130,295,974

△ 296,020,000 △ 251,587,733 △ 44,432,267

4,053,460,000 4,161,605,653 △ 108,145,653

300,000,000 15,697,469 284,302,531

4,057,440,000 3,925,715,389 131,724,611

1,746,309,000 1,860,650,868 △ 114,341,868

1,942,329,000 1,881,942,627 60,386,373

支
出
の
部

収
入
の
部

教
育
活
動
収
支 事

業
活
動

特
別
収
支

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

事
業
活
動

事
業
活
動

予　　　算 決　　　算 差　　　異

事
業
活
動
収
入
の
部

支
出
の
部

収
入
の
部

予　　　算 決　　　算 差　　　異

事業活動収支計算書
平成27年 4月 1日　から

平成28年 3月31日　まで

予　　　算 決　　　算 差　　　異

予　　　算 決　　　算 差　　　異

事
業
活
動

予　　　算 決　　　算 差　　　異

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額

（参考）

事業活動収入計

事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

〔予備費〕

支
出
の
部



(単位　円)

科目

固定資産 ( 16,473,641,583 ) ( 16,494,194,531 ) ( △ 20,552,948 )

有形固定資産 < 10,654,797,726 > < 10,403,575,410 > < 251,222,316 >

土地 4,289,426,479 4,237,581,295 51,845,184

建物 5,578,304,072 5,360,484,439 217,819,633

その他の有形固定資産 787,067,175 805,509,676 △ 18,442,501

特定資産 < 5,679,569,194 > < 5,884,540,218 > < △ 204,971,024 >

学園拡充引当特定資産 3,125,000,000 3,125,000,000 0

施設更新引当特定資産 1,450,000,000 1,450,000,000 0

退職給与引当特定資産 414,569,194 409,540,218 5,028,976

第２号基本金引当特定資産 490,000,000 700,000,000 △ 210,000,000

第３号基本金引当特定資産 200,000,000 200,000,000 0

その他の固定資産 < 139,274,663 > < 206,078,903 > < △ 66,804,240 >

流動資産 ( 2,091,148,417 ) ( 2,079,459,070 ) ( 11,689,347 )

現金預金 1,904,890,808 1,813,233,056 91,657,752

その他の流動資産 186,257,609 266,226,014 △ 79,968,405

資産の部合計 18,564,790,000 18,573,653,601 △ 8,863,601

負債の部

科目

固定負債 ( 422,200,459 ) ( 413,122,833 ) ( 9,077,626 )

長期未払金 7,631,265 3,582,615 4,048,650

退職給与引当金 414,569,194 409,540,218 5,028,976

流動負債 ( 560,101,604 ) ( 556,751,072 ) ( 3,350,532 )

短期借入金 0 7,537,000 △ 7,537,000

その他の流動負債 560,101,604 549,214,072 10,887,532

負債の部合計 982,302,063 969,873,905 12,428,158

純資産の部

科目

基本金 ( 13,656,772,548 ) ( 13,442,174,043 ) ( 214,598,505 )

第１号基本金 12,837,772,548 12,413,174,043 424,598,505

第２号基本金 490,000,000 700,000,000 △ 210,000,000

第３号基本金 200,000,000 200,000,000 0

第４号基本金 129,000,000 129,000,000 0

繰越収支差額 ( 3,925,715,389 ) ( 4,161,605,653 ) ( △ 235,890,264 )

翌年度繰越収支差額 3,925,715,389 4,161,605,653 △ 235,890,264

純資産の部合計 17,582,487,937 17,603,779,696 △ 21,291,759

負債及び純資産の部合計 18,564,790,000 18,573,653,601 △ 8,863,601

貸 借 対 照 表
平成28年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減



(単位 円)

科          目

一　資産額

（一）基本財産 9,627,690,691

　１　土地 福岡市南区横手1-59他 2,764,317,378

　２　建物 短期大学本館他 5,578,304,072

　３　構築物 短期大学外構他 240,284,797

　４　その他の有形固定資産 短期大学教研用機器備品他 543,294,138

　５　第２号基本金引当特定資産 学生寮改築資金他 490,000,000

　６　その他の固定資産 教務システム他 11,490,306

（二）運用財産 8,937,099,309

　１　土地 福岡市南区塩原3-379他 1,525,109,101

　２　構築物 小郡用地フェンス等他 3,488,240

　３　学園拡充引当特定資産 学園拡充用資産 3,125,000,000

　４　施設更新引当特定資産 既存施設建替資金 1,450,000,000

　５　退職給与引当特定資産 退職金引当資金 414,569,194

　６　第３号基本金引当特定資産 学園奨学金基金 200,000,000

　７　長期有価証券 長期投資用債権 58,630,533

　８　現金預金 当座支払資金 1,904,890,808

　９　短期有価証券 中期国債ﾌｧﾝﾄﾞ等投資信託等 95,932,953

　10　その他の流動資産 退職金財団交付金未就入金他 159,478,480

18,564,790,000

二　負債額

　１　固定負債

　（１）長期未払金 幼稚園園舎建設借入金 7,631,265

　（２）退職給与引当金 期末要支給額 414,569,194

　２　流動負債

　（１）未払金 共済掛金他 27,067,516

　（２）前受金 入学金、入園料他 441,507,300

　（３）その他の流動負債 卒業積立金等預り金他 91,526,788

982,302,063

17,582,487,937

資    産    合    計

負　　債　　合　　計

正味資産総額（資産合計－負債合計）

財　産　目　録
平成28年 3月31日

摘　　　　　要 金       額



学校法人の会計について 

私立学校を設置している学校法人は、一般企業とは異なり利益を目的としていません。利益を上げ

ることより、安定性、継続性が特に強く求められています。これは私立の学校の公共性が高いと認識

されているからでもあります。よって、長期にわたって収支のバランスをとることが求められていま

す。 

また、一般企業である株式会社は株を発行することで、より多くの出資者から資金を集めることが

できるようになっています。その集まった資金で設備投資等を行うことでより多くの利益を出すこと

が可能となります。このように株主が会社に出資することで設立されるのが株式会社です。 

これに対して学校法人は私立学校法に則って設立される法人で、その設立は寄附によって行われま

す。つまり出資という概念はなく、配当という形で株主に還元されることもありません。学校法人は

収益を内部留保することで自己資金を創出し、教育研究活動に再投資しています。 

 学校法人 企  業 

目的 教育研究活動 利益追求 

会計処理 学校法人会計基準 企業会計原則 

作成書類

資金収支計算書 

事業活動収支計算書 

貸借対照表 

キャッシュフロー計算書 

損益計算書 

貸借対照表 

基本財産 基本金（自己所有財産） 資本金（株主出資） 

利益処分 なし（収支均衡を原則とする） あり（株主配当） 

 もう一つの学校法人の特徴としては、収入の大半を学生生徒等からの学納金や、国や地方公共団体

からの補助金により構成されていることです。学納金収入は入学してくる学生生徒の数が確定すると、

短期大学であれば、2 年間の収入についてもほぼ確定してしまうことになります。その為、支出につ

いても入ってくる収入の範囲内で予算を組むことになります。もちろん教育研究活動に対する支出が

主となっています。 

 学校法人は永続的に教育研究活動を行えるよう、校地や校舎等の財産を健全に、継続的に維持する

ことが大変重要になってきます。そのために「基本金」の制度が取り入れられています。学校法人会

計の一番の特徴でもあります。学校法人会計基準第 29 条には、「学校法人が、その諸活動の計画に基

づき必要な資産を継続的に保持するために維持すべきものとして、その事業活動収入のうちから組み

入れた金額を基本金とする。」とあります。 

第 1号基本金 校地（土地）・校舎（建物）・機器備品・図書など、学校法人における教育の 

充実向上のために取得した固定資産の額。 

第 2号基本金 新たな学校の設置、または既設の学校の規模の拡大など、将来取得する固定 

資産の取得に宛てる金銭その他の額。 

第 3号基本金 基金として継続的に保持し、かつ、運用する金銭その他の資産の額 

（元本から生じる運用益を教育研究活動に使用している。） 

第 4号基本金 教育研究活動等の諸活動を円滑に行うための運転資金。一定の計算式に基づき 

計算される。 

つまり、「基本金」とは、学校の永続的な運営に必要な資産や基金のことで、いずれも計画的に積み

立てていくことが必要とされています。 

以上のことからも、私立学校である学校法人は教育研究活動の維持・向上のために、自己資金を創

出し、なおかつバランスのとれた収支をとりながら、財政の基盤を強化していくことが求められてい

ます。     



比　　　率 算式（×100） 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

人件費

経常収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

経常収入

管理経費

経常収入

借入金等利息

経常収入

経常収支差額

経常収入

教育活動収支差額

教育活動収入計

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

学生納付金

経常収入

寄付金

事業活動収入

補助金

事業活動収入

基本金組入額

事業活動収入

減価償却額

経常支出

流動資産

流動負債

総負債

総資産

現金預金

前受金

退職給与引当特定資産

退職給与引当金

固定資産

総資産

総負債

純資産

基本金

基本金要組入額

減価償却累計額

減価償却資産取得価額

　財務比率一覧

※平成26年度以前の決算については、平成27年度から適用される改正後の会計基準に基づき、組み替えて表示している。

【貸借対照表関係比率】

流動比率

前受金保有率

【事業活動収支計算書関係比率】

人件費比率

管理経費比率

減価償却費比率

人件費依存率

66.42

88.30

65.28

84.66

66.47

90.69

27.96

22.59

28.52

14.80

33.57

14.95

28.19

13.81

教育研究経費比率

経常収支差額比率

0.06

-19.63

0.04
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0.00

-8.48

借入金等利息比率

教育活動収支差額比率
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寄付金比率
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0.49
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学生納付金比率

基本金組入比率

13.42
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12.22

14.13

13.45

12.38

補助金比率 14.76

12.81

退職給与引当特定資産保有率

総負債比率

固定資産構成比率

5.91

89.01

5.97

99.49

31.14

69.02

97.36

減価償却比率

基本金比率

負債比率

0.49

14.83

300.30

5.58

346.56

100.00
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65.13
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26.55
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0.08
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38.69

13.70
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5.22
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100.00

88.80

5.51

99.99

38.21



(単位：千円）
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

学生生徒等納付金 1,286,483 1,236,761 1,251,021 1,305,925 1,268,680
手数料 16,298 17,575 17,564 17,055 16,927
寄付金 9,407 9,117 7,897 8,384 8,147
経常費等補助金 284,386 240,484 234,192 210,433 242,995
その他 330,061 372,343 892,359 228,566 323,901

収入計 1,926,635 1,876,280 2,403,033 1,770,363 1,860,650

(単位：千円）
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

人件費 1,168,857 1,204,157 1,104,624 1,105,648 1,150,507
教育研究経費 476,418 487,696 474,343 568,552 487,957
管理経費 186,687 394,125 246,070 253,127 239,074
その他 1,500 1,084 69,173 246,112 4,405

支出計 1,833,462 2,087,062 1,894,210 2,173,439 1,881,943

事業活動収支の推移
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１．学園全体の収支の状況（構成比率） 

２．事業活動収支差額比率

３．人件費比率

財務状況の解説

事業活動収入に対する基本金組入前の当期収支差

額が占める割合である。この比率がプラスで大きい

ほど自己資金が充実し､財政面での将来的な余裕に

つながるものとみなすことができる。

【評価】 高い値が良い

※24年度、26年度のマイナスは臨時的な支出（大規
模修繕等）によるものである。

【算出方法】 基本金組入前当年度収支差額 0
事 業 活 動 収 入

人件費の経常収入に占める割合を示す｡

人件費は学校における最大の支出要素であり､この

比率が適正水準を超えると経常収支の悪化に繋がる

要因ともなる｡

人件費は学校法人の事業活動支出の大半を占め、

固定費としての性質が強い支出となっている。

【評価】 低い値が良い

※24年度が高い数値となっているのは、退職給与引
当金繰入額が大きかったことによる。

【算出方法】 人 件 費 0
経常収入

27年度 事業活動収入の内訳

4.8

-11.2

21.2

-22.8

-1.1

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

65.1

69.0

66.4

65.3

66.5

63

64

65

66

67

68

69

70

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

27年度 事業活動支出の内訳



４．教育研究経費比率

５．管理経費比率

６．流動比率

７．総負債比率

教育研究経費の経常収入に占める割合である｡

教育研究経費には修繕費､光熱水費､消耗品費､委託

費､旅費交通費､印刷製本費等の各種支出に加え教

育研究用固定資産にかかる減価償却額が含まれて

いる｡これらの経費は教育研究活動の維持・充実のた

め不可欠なものであり､この比率も収支均衡を失しな

い範囲内で高くなることが望ましい｡

【評価】 高い値が良い

※26年度が高い数値となっているのは、短大の体育
館屋根修繕のため経費が膨らんだことによる。

【算出方法】 教育研究経費 0
経常収入

経常収入に対する管理経費の占める割合である｡

管理経費は教育研究活動以外の目的で支出される

経費であり、学校法人の運営のため､ある程度の支出

は止むを得ないものの､比率としては低い方が望まし

い｡

【評価】 低い値が良い

※24年度がに高い数値となっているのは、臨時的な
支出（社会福祉法人設立のための寄付支出）によるも

のである。

【算出方法】 管理経費 0
経常収入

流動負債に対する流動資産の割合である｡

一年以内に償還又は支払わなければならない流動負

債に対して､現金預金又は一年以内に現金化が可能

な流動資産がどの程度用意されているかという､学校

法人の資金流動性すなわち短期的な支払い能力を判

断する重要な指標の一つである｡

一般に金融機関等では､ 200%以上であれば優良とみ
なしており､ 100%を切っている場合には､流動負債を
固定資産に投下していることが多く､資金繰りに窮して

いると見られる。

【評価】 高い値が良い

【算出方法】 流動資産 0
流動負債

固定負債と流動負債を合計した負債総額の総資産に

対する割合で、総資産に対する他人資金の比重を評

価する極めて重要な比率である｡

この比率は一般的に低いほど望ましく､50％を超える
と負債総額が純資産を上回ることを示し、さらに100％
を超えると負債総額が資産総額を上回る状態､いわゆ

る債務超過であることを示す｡

【評価】 低い値が良い

【算出方法】 総負債 0
総資産
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①資金収支計算書

科　　　　目
学生生徒等納付金収入 授業料収入 聴講料、補講料等を含む

実験実習諸費収入
設備維持費収入 施設拡充費その他施設・設備の拡充等のための資金として徴収する

収入をいう

手数料収入 入学検定料収入 その会計年度に実施する入学試験のために徴収する収入をいう
試験料収入 追・再試験等のために徴収する収入をいう
証明手数料収入 在学証明、成績証明等の証明のために徴収する収入をいう

寄付金収入 土地、建物等の現物寄付金を除く
特別寄付金収入 用途指定のある寄付金をいう
一般寄付金収入 用途指定のない寄付金をいう

補助金収入 国庫補助金収入 日本私立学校振興・共済事業団からの補助金を含む
地方公共団体補助金収入福岡県、福岡市等からの補助金をいう

資産運用収入 奨学基金運用収入 奨学基金の運用により生ずる収入をいう
受取利息・配当金収入 預貯金の受取利息等をいい、奨学基金運用収入を除く

資産売却収入 固定資産に含まれない物品の売却収入を除く
事業収入 補助活動収入 学生寮等教育活動に付随する活動に係る事業の収入をいう

受託事業収入 外部から委託を受けた試験、研究等による収入をいう
雑収入 固定資産に含まれない物品の売却収入その他学校法人に帰属する

上記の各収入以外の収入をいう

前受金収入 翌年度入学の学生、生徒等に係る学生生徒等納付金収入その他の
前受金収入をいう

その他の収入 上記の各収入以外の収入をいう
資金収入調整勘定 資金収入のうち､期末時点で未収入金となったものと､前年度に入金

済の前期末前受金の額を控除するものをいう

支出の部
科　　　　目

人件費支出 教員人件費支出 教員（学長、校長又は園長を含む。以下同じ。）に支給する本俸、期
末手当及びその他の手当並びに所定福利費をいう

職員人件費支出 教員以外の職員に支給する本俸、期末手当及びその他の手当並び
に所定福利費をいう

役員報酬支出 理事及び監事に支払う報酬をいう
退職金支出 退職した教職員に支払う一時金をいう

教育研究経費支出 教育研究のために支出する経費（学生、生徒等を募集するために支
出する経費を除く。）をいう

光熱水費支出 電気、ガス又は水の供給を受けるために支出する経費をいう
奨学費支出 貸与の奨学金を除く

管理経費支出 育研究活動以外に使用する経費をいう（学生・園児の募集経費や広
報活動などに要した経費を含む）

施設関係支出 整地費、周旋料等の施設の取得に伴う支出を含む
建物支出 建物に附属する電気、給排水、暖房等の設備のための支出を含む
構築物支出 プール、競技場、庭園等の土木設備又は工作物のための支出をいう
建設仮勘定支出 建物及び構築物が完成するまでの支出をいう

設備関係支出 教育研究用機器備品やその他の機器備品、図書、車両等をいう
資産運用支出 特定預金や特定資産への繰入支出や有価証券購入支出等をいう
その他の支出 前払金支払支出や仮払金支払支出、前期末未払金支払支出や預り

金支払支出等をいう

資金支出調整勘定 本年度に資金の動きがなく期末時点で未払金となったもの､および前
年度に支払済の前期末前払金の額を控除するものをいう

計算書の説明

収入の部
内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容



②事業活動収支計算書

科　　　　目
学生生徒等納付金 授業料 聴講料、補講料等を含む

実験実習諸費 教員資格その他の資格を取得するための実習料を含む
設備維持費 施設拡充費その他施設・設備の拡充等のための資金として徴収する

収入をいう

手数料 入学検定料 その会計年度に実施する入学試験のために徴収する収入をいう
試験料 追・再試験等のために徴収する収入をいう
証明手数料 在学証明、成績証明等の証明のために徴収する収入をいう

寄付金 特別寄付金 用途指定のある寄付金をいう
一般寄付金 用途指定のない寄付金をいう
現物寄付金 土地、建物等の受贈額をいう

補助金 国庫補助金 日本私立学校振興・共済事業団からの補助金を含む
地方公共団体補助金収入福岡県、福岡市等からの補助金をいう

資産運用収入 奨学基金運用収入 奨学基金の運用により生ずる収入をいう
受取利息・配当金 預貯金の受取利息等をいい、奨学基金運用収入を除く

資産売却差額 資産売却収入が当該資産の帳簿残高を超える場合のその超過額を
事業収入 補助活動収入 学生寮等教育活動に付随する活動に係る事業の収入をいう

受託事業収入 外部から委託を受けた試験、研究等による収入をいう
雑収入 固定資産に含まれない物品の売却収入その他学校法人に帰属する

上記の各収入以外の収入をいう

支出の部
科　　　　目

人件費 教員人件費 教員（学長、校長又は園長を含む。以下同じ。）に支給する本俸、期
末手当及びその他の手当並びに所定福利費をいう

職員人件費 教員以外の職員に支給する本俸、期末手当及びその他の手当並び
に所定福利費をいう

役員報酬 理事及び監事に支払う報酬をいう
退職給与引当金繰入額
（又は退職金）

退職給与引当金への繰入れを行っていない場合には、当該会計年
度末における退職金支払額を退職金として記載するものとする

教育研究経費 教育研究のために支出する経費（学生、生徒等を募集するために支
出する経費を除く。）をいう

光熱水費 電気、ガス又は水の供給を受けるために支出する経費をいう
奨学費 貸与の奨学金を除く

管理経費 育研究活動以外に使用する経費をいう（学生・園児の募集経費や広
報活動などに要した経費を含む）

資産処分差額 資産の帳簿残高が当該資産の売却収入金額を超える場合のその超
過額をいい、除却損又は廃棄損を含む

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容
消費収入の部



③貸借対照表

固定資産
有形固定資産 貸借対照表日後１年を超えて使用される資産をいう。耐用年数

が１年未満になっているものであっても使用中のものを含む

建物 建物に附属する電気、給排水、暖房等の設備を含む
構築物 プール、競技場、庭園等の土木設備又は工作物をいう
教育研究用機器備品 標本及び模型を含む
建設仮勘定 建設中又は製作中の有形固定資産をいい、工事前払金、手付

金等を含む

その他の固定資産 電話加入権 専用電話、加入電話等の設備に要する負担金額をいう
有価証券 長期に保有する有価証券をいう（一時的に保有する有価証券を

除く）

第３号基本引当金資 第３号基本金に係る預金等をいう
流動資産 未収入金 学生生徒等納付金、補助金等の貸借対照表日後における未収

額をいう

短期貸付金 その期限が貸借対照日後１年以内に到来するものをいう

固定負債 長期借入金 その期限が貸借対照表日後１年を超えて到来するものをいう
学校債 同上
退職給与引当金 退職給与規程等による計算に基づく退職給与引当額をいう

流動負債 短期借入金 その期限が貸借対照表日後１年以内に到来するものをいい、資
金借入れのために振り出した手形上の債務を含む

学校債 その期限が貸借対照表日後１年以内に到来するものをいう
手形債務 物品の購入のために振り出した手形上の債務に限る
預り金 教職員の源泉所得税、社会保険料等の預り金をいう

校地（土地）・校舎（建物）・機器備品・図書など、学校法人にお
ける教育の充実向上のために取得した固定資産の額。

新たな学校の設置、または既設の学校の規模の拡大など、将来
取得する固定資産の取得に充てる金銭その他の額。

基金として継続的に保持し、かつ、運用する金銭その他の資産
の額。
元本から生じる運用益を教育研究活動に使用している。

教育研究活動等の諸活動を円滑に行うための運転資金。一定
の計算式に基づき計算される。

純資産の部

　　　　　注）　「基本金」とは、学校法人会計独自のもので、学校法人が教育諸活動の計画に基づき、必要な資産を
　　　　　　　　継続的に保持するために　帰属収入から組み入れた金額のことです。

資産の部

科目

科目 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

科目
第１号基本金

第２号基本金

負債の部

第３号基本金

第４号基本金

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容


